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厚木市公共下水道事業企業会計システム 

更改及び運用保守業務 

公募型コンペ企画提案書等作成要領 
  

厚木市公共下水道事業企業会計システム更改及び運用保守業務公募型コンペに係

る企画提案書等の構成、規格等について、次のとおり定める。 

 

１ 企画提案書等の構成 

  企画提案書等として、次の資料を提出すること。 

 (1) 企画提案書（本要領に定める規格のとおり） 

 (2) 機能要件書（様式６） 

 (3) 提案見積書（様式７） 

 (4) ＳＬＡ項目確認書（様式８） 

 

２ 留意事項 

  企画提案書の作成に当たっては、次の事項に留意すること。 

 (1) 別紙１「厚木市公共下水道事業企業会計システム更改及び運用保守業務公募

型コンペ要求仕様書（以下「仕様書」という。）」に記載された要求仕様を超え

る提案を行う場合であっても、その実現に要する追加費用は全て提案見積書に

含めること。別途費用を要する形式での提案は認めない。 

 (2) 企画提案書等に記載された全ての内容は、「提案見積書」に記載の見積額の範

囲内で実現可能なものとみなす。 

  

３ 部数等 

  企画提案書等は、次の部数を作成し提出すること。 

また、各書類の電子データ（PDF 形式、機能要件書については PDF 形式及び

Excel 形式）を光学ディスク（CD 又は DVD）に格納し、２枚提出すること。 

項番 名称 部数 

１ 
企画提案書 

（本要領で定める規格のとおり） 

正本１部 

副本８部 

２ 機能要件書 

３ 提案見積書 

４ ＳＬＡ項目確認書 

※ 副本８部は、審査に用いるため、提案者の商号又は名称、所在地、代表者

名等を記載しないこととし、表紙についても、商号・ロゴマーク等の記載や

押印を一切行わないこと。 

商号等の記載により提案者を判別できる場合には失格となることもあるた

別紙２ 
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め、十分確認した上で提出すること。 

４ 企画提案書の規格 

 (1) 企画提案書の用紙は原則として日本工業規格Ａ４判とすること。 

 (2) 製本は横向きのＡ４用紙に横書き、長辺とじ、両面印刷とし、上部に 20mm の

とじ代を設けること。また、ページ数は 50 ページ以内（表紙、目次は含まな

い。）とする。 

 (3) 文字は、注記等を除き、原則として 12 ポイント以上の大きさとすること。 

また、使用する言語は日本語とすること。 

ただし、一般的に認知されている商標や略称等はこの限りではない。 

 (4) 企画提案書には目次を付し、ページ右下部（フッター）にページ番号を振る

こと。 

 (5) 提案内容は、文章、表、図面、画面イメージ等を適切に使用し、簡潔かつ明

瞭に表現すること。 

また、専門知識を有しない者でも理解できるよう、分かりやすい表現を心が

けること。 

 

５ 企画提案書の記載事項 

  次に示す内容は、企画提案書に必ず記載すること。 

 (1) 提案概要 

   仕様書に記載された本事項に対する提案全体の基本的な考え方、構成につい

て記載すること。 

構築するシステムにおける概要、特徴について記載すること。特に機能性、

利便性、拡張性、将来性、継続性、セキュリティにおける優位性等があれば記

載すること。 

 (2) セキュリティ 

   提案するクラウドサービス（システム）及びデータセンターの概要、セキュ

リティに関する第三者認証及びセキュリティ対策全般について記載すること。 

  ア クラウドサービス 

    ISMS クラウドセキュリティ認証（ISO/IEC27017）等の取得状況 

  イ データセンター 

    特定非営利活動法人日本データセンター協会が定める「データセンターフ

ァシリティスタンダード Ver.3.0」への対応状況 

 (3) 行政事務の効率化 

本市の業務処理への適合性、運用性の向上、機能の拡充など業務効率化につ

いて記載すること。 

 (4) 操作研修 

   システムの操作研修について、効果的な研修の方法、内容等を記載すること。 

 (5) 運用保守 

  ア 想定する運用保守業務体制について記載すること。 

  イ システム及び機器の運用保守に関し、考え方、実施方法等について記載する

こと。 
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  ウ システム等の運用保守に関し、障害発生時の対応フロー（発注者がシステム

の障害・不調を認知してから復旧に至るまで）を記載すること。 

  エ 通常時の運用支援に関し、考え方、実施方法（ヘルプデスクの設置等）等に

ついて記載すること。 

  オ システム構成図（バックアップ、障害検知等）を記載すること。 

 (6) プロジェクト管理 

   本業務を遂行するに当たり、発注者と提案者の役割分担を明確にし、作業実施

体制、方法、スケジュール等について記載すること。 

（7）長期利用 

将来的なシステム運用に係る費用を把握し、提案内容を総合的に評価するた

め、契約期間終了後 5 年間を想定した参考費用を記載すること。 

なお、当該参考費用の提出は、将来の契約を予定又は保証するものではない。 

ア 契約期間は５年間(令和 13 年 10 月１日から令和 18 年９月 30 日まで)を想定

し、各年度に発生する経費及びその内訳を記載すること。 

イ 参考費用の算出に当たっては、提案見積額作成時点における物価その他の経済

条件を前提とすること。 

(8) 追加提案 

  ア 仕様書に記載された事項以外で特筆する点がある場合は、その内容を追加提

案できるものとする。 

  イ 追加提案に関する記載を含め、企画提案書の制限ページ数（50 ページ）を超

過しないこと。これを超過した場合は失格とする。 

  ウ 追加提案に関する記載は、企画提案書内において、明確に追加提案部分であ

ることを判断できるよう表示すること。 

  エ 追加提案の実現に要する費用は、全て提案見積書に含めること。別途費用を

要する形式での追加提案は認めない。 

  オ 追加提案は、提案上限額の範囲内で実施すること。追加提案を含めた総額

が、提案上限額を超える場合は失格とする。 

  カ 提案見積書の内訳において、要求仕様対応費用と追加提案対応費用は明確に

区分すること。 

  キ 契約に際し、発注者の判断により追加提案の全部又は一部を実装しない場合

がある。 

 

６ 機能要件書の作成 

  構築するシステムの適合状況を「機能要件書」に記載すること。 

 (1) 各要件に対する対応区分を◎（パッケージ標準機能）、○（代替機能）、□

（オプション対応）、△（カスタマイズ対応）、×（対応不可）に分類し、対応

区分欄に記載すること。 

 (2) 対応区分を◎（パッケージ標準機能）と回答する場合は、条件や補足を設け

ないこと。要件実現に当たり、条件等がある場合は分類を○（代替機能）と

し、代替策欄にその内容を記載すること。 

 (3) 対応区分を○（代替機能）と回答する場合は、パッケージ内の機能で運用対
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応する方法について、代替策欄に具体的に記載すること。 

なお、○（代替機能）で対応することで、業務効率の低下が明らかな場合

は、オプション若しくはカスタマイズでの対応とすること。 

 (4) 対応区分を□（オプション対応）、△（カスタマイズ対応）と回答する場合

は、実現するための金額を追加費用欄に記載し、「提案見積書」に漏れなく含め

ること。 

 (5) 発注者の想定している機能と実際の機能とが合致しているか、デモンストレ

ーションにおいて確認する可能性があるため、十分留意して記載すること。 

 

７ 提案見積書及び提案見積内訳書の作成 

  本業務に関する費用について、「提案見積書」に記載すること。 

  なお、金額は消費税及び地方消費税を含まない金額とすること。 

 

８ ＳＬＡ項目確認書の作成 

  提案するシステムのサービスレベル水準について、「ＳＬＡ項目確認書」に記載

すること。 

 

以上 


